












　　The total unemployment ratio in South Korea has decreased much since the beginning 
of 21 century, but that of youth is still staying at high level.　The cause of high unemploy-
ment ratio of youth is considered as resulting from the change of labor market and thus the 
policy makers are trying to improve the conditions of the market.
　　The author pays more attention on the supply side of the labor market especially the 
youth with higher school career.　The Korean higher educational system, namely univer-
sity level is seemed failing to give students the power necessary for adapting them to real 
society.



























































1999 10.9 6.3 12.2
2000  9.3 4.1 10.9
2001  3.1 3.8  7.6
2002  7.0 3.1  7.5
2003  3.1 3.4  7.7
2004 　　　 5.0（予測） 3.5  7.9
（出所）統計庁『韓国統計年鑑』2003年。2004年は「韓国日報」2005年 1月 14日による。
表 2　韓国の年齢階層別失業率の推移（％）
10代 20代 30代 40代 50代 60代
1998 20.8 11.4 5.7 5.6 5.3 2.4
1999 19.5 10.1 5.3 5.2 5.1 2.3
2000 13.8  7.1 3.4 3.3 2.9 1.3
2001 13.3  7.0 3.0 2.8 2.6 3.8
2002 11.1  6.3 2.8 1.9 1.8 3.1























1999 2000 2001 2002 2003
雇用弾性値 0.21 0.53 　0.50 　0.41 －0.05



















よれば、2003年末から 2004年 4月までの 4ケ月間に就業者数は 57.7万人増加したが、











年 7月末間に 65.4万人の雇用が増大したが、その世代別構成は表 4のとおりである（注 6）。
表 4　世代別就業者増加状況（2003/12～ 2004/7：万人、％）
総数 60歳代 50歳代 40歳代 30歳代 青年層
雇用者数  65.4 29.0 12.6 11.3 2.1 10.4
％ 100.0 44.3 19.2 17.2 3.2 15.9
（出所）統計庁（韓国日報 2004年 8月 21日から引用）
　供給側の要因の一つとされる大学進学率についてみると、韓国の大学進学率（高卒者の





全数調査の結果、4年制大学の就業率は 56.4％、2年制大学は 77.2％である（注 8）。
　ソウル市内の大学についてはより詳細に大学別に過去 4年間に遡って就職実績が公表
























































（出所）韓国日報 2004年 2月 20日
表 6　潜在成長力推計（％）
機　関　名 推計期間 潜在成長力
韓国銀行　　　 （2004～ 2008） 4.1（楽観的展望）～ 5.6（悲観的展望）
韓国開発研究院 （2003～ 2007） 4.8（与 件 不 変）～ 5.4（構 造 改 革）


































































































































（ 9）「大卒者 10人中 4人無職」『韓国日報』日本版，2004－10－5，42版，総合面
（10）「政府雇用 200万創出案」『韓国日報』日本版，2004－2－20
（11）「柳韓キンバリージョブ・シェアリング」『韓国日報』日本版，2004－7－14
（12）「非正規職，労使力比べ本格化」『韓国日報』日本版，2004－5－6，30版，総合面
（13）「青年失業，構造的診断から」『韓国日報』日本版，2004－8－2，30版，オピニョ
ン面及び「青年失業と空回りする教育」『韓国日報』日本版，2004－8－23，オピニョ
ン面
るという面があったことは否めない。しかし、全入時代においてこの前提での大学教育に
は根本的な無理があるといわなければならない。韓国の状況はこのことを青年失業の急増
という事実をもって示しているといえるのではないか。
　鄭教授は、上述したような学校教育の問題点を改善するために、ドイツの二重徒弟訓練
制度のような職業教育の導入を提唱しているが、これは工学系など一部を除いては困難で
あろう。日本でも取り入れ始められているインターン制度は社会経験という点で、大学に
欠けているものを補充してくれ、また文科系、理工系を問わず広い分野で職業適応教育の
一環に導入できよう。しかし、企業の裁量に依存するインターン制度をさらに拡充して、
本格的な職業教育にすえることはできないと思われる。
　全入時代の大学教育をエリート育成から完全に脱却させ、長期にわたる公的教育制度へ
の囲い込みによる適応能力失調症から青年を解放するためには、大学教育の理念を再定立
し、教育方法・内容の抜本的再構築が必要なのであろう。これは同じく全入時代に突入し
ている日本の大学の課題でもある。　
